
 

医企第 2053号  

   令和７年１月 29日  

 

各関係団体会長 様 

 

神奈川県健康医療局保健医療部医療企画課長 

                   （公  印  省  略） 

 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の

支給等に関する法律の施行を踏まえた、医療機関、障害者施設等に

おける旧優生保護法に関連した資料の保全について（依頼） 

 

本県の保健医療行政の推進につきましては、日頃から御理解、御協力をいただ

きお礼申し上げます。 

標記のことについて、令和７年１月 17 日付けこ成母第 31 号等で、こども家

庭庁成育局母子保健課長等から通知がありました。 

つきましては、貴会会員に周知くださいますようお願いします。 

 

 

 

 

問合せ先 

法人指導グループ 根本 

電  話  (045)210-1111 内線 4871 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



こ 成 母 第 3 1 号 

こ 支 家 第 2 1 号 

こ 支 障 第 ７ 号 

医 政 総 発 0117 第 ２ 号 

社 援 女 発 0117 第 ２ 号 

社 援 保 発 0117 第 ３ 号 

障 企 発 0 1 1 7 第 ２ 号 

令 和 ７ 年 １ 月 1 7 日 

 

  各都道府県、指定都市、中核市 

 母 子 保 健 主 管 部 （ 局 ） 長        

 児童福祉主管部(局 )長     

  衛 生 主 管 部 （ 局 ） 長  殿 

  民 生 主 管 部 ( 局 ) 長 

    障害保健福祉主管部（局）長 

 

こども家庭庁成育局母子保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

こども家庭庁支援局障害児支援課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省社会・援護局総務課女性支援室長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省社会・援護局保護課長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等

の支給等に関する法律の施行を踏まえた、医療機関、障害者施設

等における旧優生保護法に関連した資料の保全について（依頼） 

 

平素よりこども家庭行政及び厚生労働行政に御理解、御協力を賜り厚く御礼



申し上げます。 

 旧優生保護法に関連した資料の保全については、「医療機関、障害者施設等

における旧優生保護法に関連した資料の保全について（依頼）」（平成30年４

月25日付け子母発0425第１号・子家発0425第２号・医政総発0425第１号・障企

発0425第１号）、「保護施設における旧優生保護法に関連した資料の保全につ

いて（依頼）」（平成30年６月29日付け子母発0629第１号・社援保発0629第１

号）、「医療機関、障害者施設等における旧優生保護法に関連した資料の保全

について（再依頼）」（令和４年８月31日付け子母発0831第３号・子家発0831

第２号・医政総発0831第１号・社援保発0831第１号・障企発0831第１号）及び

「医療機関、障害者施設等における旧優生保護法に関連した資料の保全につい

て（再依頼）」（令和６年４月５日付けこ成母第178号・こ支家第231号・こ支

障第113号・医政総発0405第２号・社援保発0405第３号・障企発0405第５号）

において、依頼をしてきたところです。 

 旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に関す

る法律（平成 31 年法律第 14 号）の全部を改正し、昭和 23 年制定の旧優生保護

法に基づく優生手術等や人工妊娠中絶等を受けることを強いられて被害を受け

た者に対する補償金、優生手術等一時金及び人工妊娠中絶一時金（以下「補償金

等」という。）の支給に関し必要な事項等を定めた旧優生保護法に基づく優生手

術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律（令和６年法律第 70

号。以下「法」という。）が 10 月 17 日に公布され、本日施行されました。 

今後も、こども家庭庁としては、補償金等の支給対象となる方からの請求に基

づき、補償金等の支給事務を行うこととなるため、引き続き資料を保全していた

だく必要があります。また、法においては、新たに、旧優生保護法に基づく人工

妊娠中絶等を受けた本人で生存している方を対象に人工妊娠中絶一時金を支給

することとしているため、旧優生保護法下において同法に基づき実施された人

工妊娠中絶に関する資料も保全していただく必要があります。 

このため、貴都道府県・指定都市・中核市におかれては、管内の別記施設及び

機関に対して、下記により、改めて、これらの資料を適切に保全することを依頼

いただき、また、貴都道府県におかれては管内の児童相談所設置市及び保健所設

置市に周知いただくとともに、別記施設及び機関の保有する旧優生保護法に関

連した資料の保全について御協力いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 旧優生保護法に関連した資料の保存について 

旧優生保護法下において作成等が行われ、現時点で別記施設及び機関が



保有している旧優生保護法に関連した資料や記録（以下「関連資料」とい

う。）について、保存期限を問わず、当分の間廃棄せず、保存を継続するこ

と。 

なお、法においては、新たに、旧優生保護法に基づく人工妊娠中絶等を受

けた本人で生存している方を対象に人工妊娠中絶一時金を支給することと

しているため、旧優生保護法下において同法に基づき実施された人工妊娠

中絶に関する資料や記録についても、関連資料に含まれるため、保存期間を

問わず、当分の間廃棄せず、保存を継続すること。 

 

２ 医療機関・福祉施設が統廃合する場合における関連資料の保存について 

関連資料については、以下のとおり対応されたい。 

 

（１）医療機関・福祉施設が統合される場合 

  医療機関・福祉施設が統合される場合は、承継先の施設において、適切

に関連資料を保存すること。 

なお、この場合の、承継先の医療機関・福祉施設への関連資料の提供に

ついては、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）第 27

条第５項第２号の「合併その他の事由による事業の承継に伴って個人デ

ータが提供される場合」であり、承継先の医療機関・福祉施設は第三者に

該当しないことから、本人の同意がなくても提供が可能であること。 

 

（２）医療機関・福祉施設が廃止される場合（承継先が存在しない場合） 

医療機関・福祉施設が廃止される場合（承継先が存在しない場合）は、

医療機関・福祉施設が廃止された時点の管理者において関連資料を保存

することが適当であるが、廃止時点において、管理者が不在の場合は、補

償金等の請求者に係る調査を実施することになる都道府県において関連

資料を保存すること。 

なお、都道府県が関連資料を保存する場合、その保存に要する費用（鍵

付き保管庫の購入費等）であって、旧優生保護法補償金等支給等業務事務

取扱交付金の対象経費に該当するものについては同交付金により交付す

るものであること。 

特に、「医療機関・福祉施設における優生手術に関する個人記録の保有

状況の調査について（依頼）」（平成30年７月 13日付け子発0713第２号）

において、優生手術に関する個人記録が「ある」又は「ある可能性がある」

と回答した医療機関･福祉施設が、市に廃止の届出を出した場合には、当

該施設に対して、当該施設の属する都道府県に関連資料の保存について



相談するよう促すなど、留意して対応いただきたいこと。 

なお、当該施設の属する都道府県から当該施設の属する市に関連資料

の保存を委託すること等を妨げるものではなく、この場合の委託に要す

る費用であって、旧優生保護法補償金等支給等業務事務取扱交付金の対

象経費に該当するものについては、同交付金により都道府県へ交付する

ものであること。 

 

（３）その他の留意事項 

保存に当たっては、患者の秘密が守られ、紛失が防止されるような方法

によるべきであること。 

また、保存に当たっては、これらの関連資料が、法第７条（法第 14 条

及び法第 19 条において準用する場合を含む。）の都道府県知事等による

調査等の事務において必要となる可能性があることに留意すること。 

 

以上 

（照会先） 

こども家庭庁成育局母子保健課 

菅野、岡井、藤本 

電話：03-6862-0505 



別記 保全措置対象施設及び機関 

 

○ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 38 条に規定する母子生活支援施

設 

○ 児童福祉法第 41 条に規定する児童養護施設 

○ 児童福祉法第 42 条に規定する障害児入所施設 

○ 児童福祉法第 43 条の２に規定する児童心理治療施設 

○ 児童福祉法第 44 条に規定する児童自立支援施設 

○ 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第１条の５第１項に規定する病院及び

同条第２項に規定する診療所 

※歯科医業を行うもの（医業と併せて行うものを除く。）を除く。 

○ 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 38 条第１項各号の保護施設 

○ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第 52 号）

第 12 条に規定する女性自立支援施設 

○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年

法律第 123 号）第５条第 11 項に規定する障害者支援施設 

 

（参考）医療機関・福祉施設が廃止された場合の管理者について 

 都道府県 指定都市 中核市 その他 

母子生活支援施設 ○ ○ ― ○ 

（児童相談所設置市） 

児童養護施設 ○ ○ ― ○ 

（児童相談所設置市） 

障害児入所施設 ○ ○ ― ○ 

（児童相談所設置市） 

児童心理治療施設 ○ ○ ― ○ 

（児童相談所設置市） 

児童自立支援施設 ○ ○ ― ○ 

（児童相談所設置市） 

病院 ○ ― ― ― 

診療所 ○ ― ― ○ 

（保健所設置市） 

保護施設 ○ ○ ○ ― 

女性自立支援施設 ○ ― ― ― 

障害者支援施設 ○ ○ ○ ― 

※ 条例により、更に権限を委譲している場合も想定されることから、各都道



府県管内で適切に連携いただきたい。 


